
    令和８年度介護・障害福祉サービス等事業所における育業・介護休業等 

両立支援事業費補助金交付要綱 

 

８福祉企企第２８３号   

令和８年１０月５日 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、「介護・障害福祉サービス等事業所における育業・介護休業等両立

支援事業実施要綱」（令和 8 年８月２７日付８福祉企企第２８２号。以下「実施要綱」

という。）に基づき、介護・障害福祉サービス等事業所（以下「事業所」という。）に勤

務する職員が、介護休業、育児休業、介護短時間勤務又は育児短時間勤務を取得する場

合に、当該職員の業務を代替する体制の整備を行った事業者に対し、東京都（以下

「都」という。）が予算の範囲内で、国の両立支援等助成金に上乗せして補助を行うこと

に関し必要な事項を定め、もって事業の適正な運営を図ることを目的とする。  

 

（補助対象事業） 

第２条 この要綱による補助対象事業は、実施要綱第４条において定める事業とする。 

 

（対象となる事業者） 

第３条 本事業の対象となる事業者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）実施要綱別表に定める事業所を運営する者であること。 

（２）資本金の額若しくは出資の総額が５千万円以下又は常時雇用する労働者（２か月を

超えて使用される者であり、かつ週当たりの所定労働時間が、当該事業主に雇用され

る通常の労働者と概ね同等である者）の数が１００人以下であること。ただし、第５

条（２）に定める育児休業及び第５条（４）に定める育児短時間勤務における常時雇

用する労働者の数については３００人以下であることとする。 

（３）雇用保険適用事業所の事業主であること（支給申請日及び支給決定日の時点で雇用

保険被保険者が存在する事業所の事業主であること）。 

（４）両立支援等助成金（「介護離職防止支援コース」の「業務代替支援」及び「育休中

等業務代替支援コース」に限る。）の支給決定を受けていること。ただし、別表１

（３）並びに（４）に定める介護短時間勤務及び育児短時間勤務の取得に係る代替職

員の雇用等に対する経費、（９）求人広告費及び（１０）職場環境改善経費を除く。 

（５）暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排条

例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または法人その他

の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴力団員（暴力団

並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関



係者をいう。）に該当する者があるものでないこと。 

 

（対象職員） 

第４条 本事業の対象となる休業等を取得する職員は、次に定める者とする。 

（１）雇用形態 

   第３条で定める事業者から直接雇用を受け、当該事業者が運営する事業所において

勤務する職員であること。なお、勤務形態（常勤又は非常勤並びに専従又は兼務）は

問わないが、事業者から直接給与を受けていない職員（派遣職員）は対象外とする。 

（２）職種 

  ア 介護サービス 

直接支援及び相談支援等の業務に従事する者（介護職員、訪問介護員、支援員、

サービス提供責任者、生活相談員、支援相談員、医師、歯科医師、看護職員、機能

訓練指導員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、放射線技師、栄養士、管理栄

養士、薬剤師、歯科衛生士、調理員、福祉用具専門相談員等）、介護支援専門員又

は計画作成担当者として業務を行う者 

  イ 障害福祉サービス等 

直接支援及び相談支援等の業務に従事する者（訪問介護員、生活支援員、児童指

導員、指導員、保育士、世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員、訪問

支援員、介護職員、相談支援専門員、医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、機能訓練担当職員、心理担当職員、職業指導員、栄養士、管理栄養

士、調理員等）、サービス提供責任者、サービス管理責任者、児童発達支援管理責

任者として業務を行う者 

 

（補助対象休業等） 

第５条 この要綱による補助の対象となる休業等は、労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）に基づく次のいずれかのも

のとする。  

（１）介護休業  

   育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業及び同法第２４条第３項の規定

により介護休業に関する制度に準じて講ずることとされる措置に係る休業をいう。 

介護の対象となる家族は、育児・介護休業法第２条第４号に規定する対象家族の範

囲内とし、同条第３号に規定する要介護状態にある者とする。 

また、連続５日以上取得する休業を対象とする。 

（２）育児休業  

   令和６年１月１日以降に取得を開始する育児・介護休業法第２条第１号に規定する



育児休業（出生時育児休業を含む。）、同法第２３条第２項に規定する育児休業に関す

る制度に準ずる措置に係る休業及び同法第２４条第１項の規定により、育児休業に関

する制度に準じて講ずることとされる措置に係る休業をいう。 

   労働基準法第６５条第２項に規定する産後休業の終了後引き続き育児休業を取得す

る場合には、産後休業の期間を含める。 

   また、７日以上取得する休業を対象とする。 

（３）介護短時間勤務 

   育児・介護休業法第２３条第３項及び同法施行規則第７４条の２第１号に規定する

所定労働時間を短縮する制度をいう。当該制度について、事業主が育児・介護休業法

を上回る措置を労働協約又は就業規則に規定している場合は当該措置も含める。 

介護の対象となる家族は、育児・介護休業法第２条第４号に規定する対象家族の範

囲内とし、同条第３号に規定する要介護状態にある者とする。 

なお、１日の所定労働時間を１時間以上短縮する制度であること。 

また、合計１５日以上取得する短時間勤務を対象とする。 

（４）育児短時間勤務  

   令和６年１月１日以降に取得を開始する育児・介護休業法第２３条第１項に規定す

る所定労働時間の所定労働時間を短縮する制度をいう。 

３歳未満の子を養育する対象者について、１か月以上取得させるものとする。 

なお、１日の所定労働時間が７時間以上の者（所定労働時間が７時間未満となる日

が１週ごとに２日以内の者に限る。）について、１日の所定労働時間を１時間以上短

縮している短時間勤務制度であること。 

    

（補助対象経費） 

第６条 この要綱による補助の対象経費は、令和８年度以降に発生した以下の経費とす

る。 

（１）代替職員の雇用に係る人件費 

   以下のいずれにも該当する代替職員を補助の対象とする。 

ア 新たな雇入れ又は新たな人材派遣等により確保すること。 

イ 所定労働時間が休業等取得者の２分の１以上であること（介護短時間勤務及び

育児短時間勤務に伴う雇用を除く。）。 

（２）業務代替者に対する手当の支給経費 

   以下の条件を満たす手当を補助の対象とする。 

   ア 介護休業 

     業務代替期間における業務代替者の賃金が１人につき１日当たり５００円以上

又は１月当たり１万円以上のうち、いずれか低い方の額以上増額されているこ

と。 



   イ 育児休業 

業務代替期間における業務代替者の賃金が、業務代替者全員に支払われた総額

で、１日当たり５００円以上又は１月当たり１万円以上のうち、いずれか低い方

の額以上増額されていること。 

   ウ 介護短時間勤務 

     業務代替期間における業務代替者の賃金が１人につき１日当たり１５０円以上

又は１月当たり３千円以上のうち、いずれか低い方の額以上増額されているこ

と。 

   エ 育児短時間勤務 

     業務代替期間における業務代替者の賃金が、業務代替者全員に支払われた総額

で、１日当たり１５０円以上又は１月当たり３千円以上のうち、いずれか低い方

の額以上増額されていること。 

（３）求人広告費 

代替職員の雇用に要する求人広告費等 

（４）事業所の職場環境改善のための取組に要する経費 

社会保険労務士への相談経費、介護や育児と仕事との両立支援に係る職員への研修

や相談窓口設置に要する経費等。 

  ただし、（３）については（１）の対象経費がある場合、（４）については（１）又は

（２）の対象経費がある場合に限る。 

  また、（４）については、事業者が「TOKYO 働きやすい福祉の職場宣言事業」におい

て職場宣言の申請を行い、「働きやすい福祉の職場ガイドライン」の項目「仕事と育

児・介護が両立できる取組を実施している」を達成していることを条件とする。 

   

（補助対象経費、補助基準額及び補助金の額の算定方法） 

第７条 補助対象経費、補助基準額及び補助金の額の算定方法は、別表１のとおりとす

る。ただし、算定された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てる。 

  

（交付申請） 

第８条 この要綱による補助金の交付を受けようとする者（以下「申請事業者」とい

う。）は、別に定める期日までに、補助金交付申請書（第１号様式）及び関係書類を東

京都知事（以下「知事」という。）に提出しなければならない。 

  

（交付決定及び通知） 

第９条 知事は、交付申請があったときは、補助金交付申請書及び関係書類等の審査を行

い、適当と認める場合は補助金の交付を決定し、補助金の交付の決定を受けた者（以下



「補助事業者」という。）に通知する。  

また、適正な交付を行うため、必要があるときは、知事は申請事業者に対し、資料の

提出、申請書類等の修正を求めることができる。  

 

（補助条件） 

第１０条 この補助金の交付に当たっては、別記補助条件を付するものとする。 

  

（申請の撤回） 

第１１条 補助事業者は、この交付の決定内容又はこれに付した条件に異議があるとき

は、この交付決定通知の受領後１４日以内に申請の撤回をすることができる。 

  

（変更交付申請） 

第１２条 この交付の決定後の事情の変更等により、交付決定の内容を変更しようとする

者は、別に定める期日までに、補助金変更交付申請書（第２号様式）及び関係書類を知

事に提出しなければならない。  

なお、当申請の変更交付の決定及びその通知については、第９条の規定に準じるもの

とする。  

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したとき、補助事業が予定の期間内に完了しな

い状態で補助金の交付の決定に係る都の会計年度が終了したとき又は補助事業の廃止の

承認を得たときは、都が指定する日までに、補助事業の実績報告書（第３号様式及び関

係書類）を提出しなければならない。  

 

（補助金の額の確定） 

第１４条 知事は、第１３条の規定による実績報告の審査又は必要に応じて行う現地調査

等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した

条件に適合するものであるか否かを調査し、適合すると認めたときは当該年度内事業の

実績に応じて交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知する。 

  

（請求） 

第１５条 補助金の額の確定後において補助金を請求するときは、補助事業者は、請求書

を知事に提出しなければならない。  

 

（その他） 

第１６条 補助事業者は、労働者派遣法その他の関係法令を遵守するものとする。 



  

（補足） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付決定については、東京都補助

金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）及び東京都補助金等交付規則の施行

について（昭和３７年１２月１１日付３７財主調発第２０号）の定めるところによるも

のとする。  

 

附 則  

この要綱は、決定の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

  



別表１ 補助対象経費及び補助金額の算定方法（第７条関係） 

１ 区分 ２ 補助対象経費 ３ 補助基 

準額 

４ 補助金の額の算定方法 ５ 備考 

(1)代替職員

の雇用（介

護休業） 

介護休業取得者に

係る業務代替職員

の新規雇用又は人

材派遣等による確

保を行う際の人件

費 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額から両立支援等助成

金の支給額に相当する金

額を差し引いた金額を補

助額とする。 

両立支援等助成金

の「介護離職防止

支援コース」の

「業務代替支援」

の支給決定を受け

ていること 

(2)代替職員

の雇用（育

児休業） 

育児休業取得者に

係る業務代替職員

の新規雇用又は人

材派遣等による確

保を行う際の人件

費 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額から両立支援等助成

金の支給額に相当する金

額を差し引いた金額を補

助額とする。 

両立支援等助成金

の「育休中等業務

代替支援コース」

の「新規雇用（育

児休業）」の支給決

定を受けているこ

と 

(3)代替職員

の雇用（介

護短時間勤

務） 

介護短時間勤務取

得者に係る業務代

替職員の新規雇用

又は人材派遣等に

よる確保を行う際

の人件費 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額を補助額とする。 

 

(4)代替職員

の雇用（育

児短時間勤

務） 

育児短時間勤務取

得者に係る業務代

替職員の新規雇用

又は人材派遣等に

よる確保を行う際

の人件費 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額を補助額とする。 

 

(5)業務代替

手当の支給

（介護休

業） 

介護休業取得者の

業務を代替する職

員に支給する手当 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額から両立支援等助成

金の支給額に相当する金

額を差し引いた金額を補

助額とする。 

両立支援等助成金

の「介護離職防止

支援コース」の

「業務代替支援」

の支給決定を受け

ていること 



１ 区分 ２ 補助対象経費 ３ 補助基 

準額 

４ 補助金の額の算定方法 ５ 備考 

(6)業務代替

手当の支給

（育児休

業） 

育児休業取得者の

業務を代替する職

員に支給する手当 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額から両立支援等助成

金の支給額に相当する金

額を差し引いた金額を補

助額とする。 

両立支援等助成金

の「育休中等業務

代替支援コース」

の「手当支給等

（育児休業）」の支

給決定を受けてい

ること 

(7)業務代替

手当の支給

（介護短時

間勤務） 

介護短時間勤務取

得者の業務を代替

する職員に支給す

る手当 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額から両立支援等助成

金の支給額に相当する金

額を差し引いた金額を補

助額とする。 

両立支援等助成金

の「介護離職防止

支援コース」の

「業務代替支援」

の支給決定を受け

ていること 

(8)業務代替

手当の支給

（育児短時

間勤務） 

育児短時間勤務取

得者の業務を代替

する職員に支給す

る手当 

別表２の 

とおり 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額から両立支援等助成

金の支給額に相当する金

額を差し引いた金額を補

助額とする。 

両立支援等助成金

の「育休中等業務

代替支援コース」

の「手当支給等

（短時間勤務）」の

支給決定を受けて

いること 

(9)求人広告

費 

代替職員の雇用に

要する求人広告費

等 

１件当たり 

１００千円 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額を補助額とする。 

 

(10)職場環

境改善経費 

事業所の職場環境

改善のための取組

に要する経費 

１事業所 

当たり 

１００千円 

２欄の補助対象経費の実

支出額と３欄の補助基準

額とを比較して少ない方

の額を補助額とする。 

「TOKYO 働きや

すい福祉の職場宣

言事業」の申請を

行い、「仕事と育

児・介護が両立で

きる取組を実施し

ている」を達成し

ていること 

 



別表２ 

１ 区分 ２ 補助基準額 

(1)代替職員の雇用 

（介護休業） 

業務代替期間 

（介護休業取得者１人当たり） 

１４日以上１か月未満       ３５０千円 

１か月以上２か月未満       ６５０千円 

２か月以上３か月未満     １，０００千円 

３か月以上４か月未満     １，３００千円 

４か月以上５か月未満     １，６５０千円 

５か月以上６か月未満     ２，０００千円 

６か月以上          ２，３００千円 

(2)代替職員の雇用 

（育児休業） 

代替職員の雇用期間 

（育児休業取得者１人当たり） 

１４日以上１か月未満       ３５０千円 

１か月以上２か月未満       ６５０千円 

２か月以上３か月未満     １，０００千円 

３か月以上４か月未満     １，３００千円 

４か月以上５か月未満     １，６５０千円 

５か月以上６か月未満     ２，０００千円 

６か月以上          ２，３００千円 

(3)代替職員の雇用 

（介護短時間勤務） 

代替職員の雇用期間 

（介護短時間勤務取得者１人当たり） 

１４日以上１か月未満       １０５千円 

１か月以上２か月未満       １９５千円 

２か月以上３か月未満       ３００千円 

３か月以上４か月未満       ３９０千円 

４か月以上５か月未満       ４９５千円 

５か月以上６か月未満       ６００千円 

６か月以上            ６９０千円 

 

  



１ 区分 ２ 補助基準額 

(4)代替職員の雇用 

 （育児短時間勤務） 

代替職員の雇用期間 

（育児短時間勤務取得者１人当たり） 

１４日以上１か月未満       １０５千円 

１か月以上２か月未満       １９５千円 

２か月以上３か月未満       ３００千円 

３か月以上４か月未満       ３９０千円 

４か月以上５か月未満       ４９５千円 

５か月以上６か月未満       ６００千円 

６か月以上            ６９０千円 

(5)業務代替手当の支給 

 （介護休業） 

（介護休業取得者１人当たり） 

１か月当たり           １３３千円 

(6)業務代替手当の支給 

 （育児休業） 

（育児休業取得者１人当たり） 

１か月当たり           １３３千円 

(7)業務代替手当の支給 

 （介護短時間勤務） 

（介護短時間勤務取得者１人当たり） 

１か月当たり            ４０千円 

(8)業務代替手当の支給 

 （育児短時間勤務） 

（育児短時間勤務取得者１人当たり） 

１か月当たり            ４０千円 

 

 

 

  



別記  

補 助 条 件 

 

１ 事情変更による決定等の取消し 

  補助金の交付決定後、事情の変更により特別の必要が生じたときは、知事は、この決

定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件を変

更することがある。 

 

２ 承認事項  

次の（１）から（３）までのいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認を受

けなければならない。ただし、（１）及び（２）に掲げる事項のうち軽微なものについて

はこの限りではない。 

（１）事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

（２）事業の内容を変更しようとするとき。  

（３）事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

３ 事故報告  

補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、速やかにその理由及び遂行の見通しその他必要な事項を書面により知事に報告し、

その指示を受けなければならない。  

 

４ 他の補助金等との重複の禁止 

この補助事業により補助金の交付を受けた対象経費について、他の補助事業等（国の

両立支援等助成金を除く。）から重複して補助金等の交付を受けてはならない。 

 

５ 関係書類の管理保管  

補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及

び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保

管しなければならない。  

 

６ 事情変更による決定の取消し等  

知事は、この補助金の交付を決定した場合（補助金の変更交付を決定した場合を含

む。以下同じ。）において、その後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、補

助事業者に対し、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその内容若し

くはこれに付した条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち既に経過した期

間に係る部分については、この限りではない。  



 

７ 補助事業の完了の時期  

補助事業者は、補助事業を補助決定の交付の決定に係る会計年度中に完了しなければ

ならない。  

 

８ 状況報告  

補助事業者は、補助事業の進捗状況について、定期に報告しなければならない。  

 

９ 補助事業の遂行命令  

（１）知事は、この要綱の規定による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が、補助金の交付決定の内容又は

これに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、補助事業者に対し、こ

れらに従って補助事業を遂行することを命じることができる。  

（２）知事は、補助事業者がこの命令に違反したときは、補助事業の一時停止を命じるこ

とができる。  

 

１０ 是正のための措置  

（１）知事は、本要綱第１４条の規定による調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、

当該補助事業につき、これに適合させるための措置を取るべきことを命じることがで

きる。  

（２）補助事業者は、（１）の命令により必要な措置をした場合は、本要綱第１３条の規

定による実績報告を行わなければならない。  

 

１１ 補助事業者の義務違反に基づく決定の取消し  

（１）知事は、補助事業者が次のいずれかに該当した場合は、補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消すことができる。  

ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

イ 補助金を他の用途に使用したとき。  

ウ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令にもとづく命令又は要

綱に違反したとき。 

エ 実施要綱に定める事項を遵守しないとき 

オ 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員、又は使用人

その他の従業者若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったと

き。 

（２）（１）の規定は、本要綱第１４条の規定により、交付すべき補助金の額を確定した後



においても適用する。  

（３）本要綱第９条の規定は、（１）により措置した場合について準用する。  

 

１２ 補助金の返還  

知事は、１１の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の

当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、知事の指示すると

ころにより、その補助金の返還を命ずる。本要綱第１４条の規定により交付すべき補助

金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときも同

様とする。  

 

１３ 違約加算金  

（１）補助事業者は、１１の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消され、

その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日（補助金が２回以上

に分けて交付されている場合においては、返還を命ぜられた額に相当する補助金は最

後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額がその受領した額を超え

るときは当該返還を命ぜられた額に達するまで順じ遡り、それぞれの受領の日におい

て受領したものとする。）から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一

部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につ

き、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除

く。）を納付しなければならない。  

（２）（１）により違約加算金を計算する際の１か年の日数は閏年にかかわらず３６５日

とする。  

（３）（１）により違約加算金を納付しなければならない場合において、当該補助事業者

の納付した金額が返還すべき補助金の額に達するまでは、その納付された金額はまず

当該返還すべき補助金の額に充てられたものとする。  

 

１４ 延滞金  

（１）補助事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納付期日までに納

付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額

（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した

額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を

除く。）を納付しなければならない。  

（２）１３（２）及び（３）の規定は延滞金について準用する。  

 

１５ 他の補助金等の一時停止等  

補助事業者は、補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金



若しくは延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事業に

ついて交付すべき補助金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又

は当該補助金と未納付額とを相殺するものとする。 

  

１６ 消費税仕入控除税額の報告 

補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）に

は、消費税仕入控除税額報告書（第４号様式）により速やかに、遅くとも補助事業完了

日の属する年度の翌々年度の６月 30 日までに知事に報告しなければならない。 

なお、補助対象事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所

等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容

に基づき報告を行うこととする。 

また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額

を都に返還しなければならない。 

 

 


